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近年，経済主体の社会的距離と集積現象との関連性を解明することを目的とした実証研究が盛んに行われて
いる．本研究は，都市内の企業の社会的距離（取引ネットワーク上の中心性）が地理的距離指標（地理空間上
の立地点）に与える影響を実証的に明らかにする．具体的には，広島市および札幌市を中心とした 2つの都市
圏において，株式会社東京商工リサーチの企業信用調査データに基づいて算出された，取引ネットワークにお
ける中心性と，地理空間における他企業との相対的な近接性を表すアクセシビリティ指標を用いて，前者が後
者に及ぼす影響を操作変数法により推定する．
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1. はじめに

多様な主体間のコミュニケーションは，現代社会に

おいて最も重要な活動の一つである 1)．特に，複雑で

専門的な知識や情報を交換し，その過程で新たな知識

やアイディアが創造されるような高度なコミュニケー

ションは，情報通信技術が高度に発達した現代におい

てもなお，フェイス・ツゥ・フェイスで行われることが

ほとんどである．革新的な技術や概念の多くは，フェイ

ス・ツゥ・フェイスのコミュニケーションを通じて行わ

れる創造的活動の産物であり，社会の発展の原動力と

なっている．こうした高度なコミュニケーションの容

易さが，都市における外部経済を形成している．

空間的な近接性は，交通費用の低減を通じて主体間の

フェイス・ツゥ・フェイスのコミュニケーション（Social
Interaction，Non-market Interaction）を促進する．Mar-
shall (1920)2) は，同一産業の集積が形成される要因の

1つとして知識のスピルオーバーを挙げている．Beck-
mann (1976)3) は，都市空間における主体間の市場外で

の相互作用（相互訪問による対面交流）により，内生

的な都心形成を表現した．これらの先駆的研究に続き，

都市経済学分野においては，主体間の相互交流が都市

の形成 2),4)，構造 3),5)，成長 7)を規定する主要因の一つ

であるとして，主体間の相互作用と集積現象との関連

性を解明する理論研究が多数蓄積されてきた．ただし，

これらの研究の着眼点は，主体間の地理的距離が経済

活動の集積現象に及ぼす影響に置かれている．

コミュニケーションは相手を必要とする活動であり，

その質や頻度はコミュニケーションを行う主体同士の

信頼性や関連性の程度に大きく依存する．多様な主体

の複雑に入り組んだ社会的関連性は社会的距離と呼ば

れ，主体間の相互作用に対して地理的距離のみならず

社会的距離が重要な影響を及ぼすことが，社会科学等

の見地から指摘されてきた．特に，主体間の関連性を

グラフを用いて表現した社会ネットワークは，社会学

や人類学，組織論等といった幅広い学問分野において，

様々なレベルでの行為主体間の相互依存関係を理解す

る上で有益な枠組みを提供している 8)．社会ネットワー

ク分析は，主体をノード（点），人間関係や組織間関係

といった主体同士の関連性をリンク（線）して抽象化し

たグラフで表現することによって，様々な対象に対して

数理的・軽量的分析を与えるものであり，社会学や人類

学，情報科学といった学際領域において急速に発展を

遂げた．Ballester et al. (2006)9) は，主体の社会ネット

ワーク上の位置と合理的選択行動とを関連づける理論

的枠組みを提案している．社会ネットワークを考慮し

たモデルの多くが非常に複雑で操作性に乏しいもので

あったのに対し，任意の構造をもつ社会ネットワーク

上の主体間の相互依存関係と選択行動との関連性を解

析可能な均衡モデルであり，応用可能性の高い枠組み

となっている．Helsley& Zenou (2014)10)は，Ballester et
al. に都市と郊外からなる地理空間を導入し，社会的距

1

第 56回土木計画学研究発表会・講演集191



離と地理的距離が主体のコミュニケーション水準選択

を通じて互いに作用し合いながら都市の構造を決定づ

ける様子をモデル化した．ここでは，比較静学分析に

より，社会ネットワーク上で中心的な主体ほど都市中

心部に立地する傾向があるという結論が示されている．

一方，経済主体の社会的距離と地理的距離との関連

性を解明することを目的とした実証研究が，近年盛ん

に行われている．Duranton & Overman (2005)11)は，同

一産業に属する企業同士の実際の立地点間の距離が，仮

想的にランダムに割り当てられた立地点間の距離より

有意に短いことを示し，産業集積を統計的に検証する手

法を提案した．Nakajima et al. (2013)12)は，Duranton &
Overmanの分析手法を援用し，同一産業に属する企業
同士の取引関係の強さが産業集積を促していることを

明らかにした．また，Itoh & Nakajima (2014)13) は，企

業の取引関係ネットワークにおけるKatz-Bonacich中心
性が，FDIの意思決定における重要な要因であること
を示している．本研究は，都市内の企業の取引ネット

ワーク上の位置が地理空間上の立地点に与える影響を

実際の企業間取引データに基づいて明らかにする．取

引関係ネットワークにおいて中心的な企業ほど，産業

活動の中で多数の取引先企業との会議，交渉といった

高度なコミュニケーションを行うため，地理空間上で

も利便性の高い中心的な地点に立地すると考えられる．

一方で，多数の企業と空間上で近接する企業は，周囲

の企業との交流を活発化することによって取引ネット

ワークを拡大することも容易であるため，企業間の地

理的距離が社会的距離に影響を与えることも考えられ

る．特定したい因果関係と逆向きの関係性は，逆の因

果性（reverse causality）と呼ばれる．一般に，逆の因果
性が存在する場合には，2段階最小二乗法や操作変数法
によって因果関係を特定し得ることが，計量経済学に

おける多くの研究蓄積から知られている．本研究では，

政令指定都市を中心とした都市圏 15)において，株式会

社東京商工リサーチの企業信用調査データに基づいて

算出した社会的距離指標（企業間取引ネットワークに

おける中心性）と地理的距離指標（地理空間における他

企業との相対的な位置関係）に操作変数を用いた 2段
階最小二乗法を適用することによって，両者の因果関

係を推定する．

本校の構成は以下の通りである．2.で本研究で用い
るデータと指標について，3.で分析手法について，そ
れぞれ述べる．4.で，操作変数を用いた 2段階最小二
乗推定の結果を示す．5.で本研究で得られた結論を整
理し，今後の課題を述べる．

2. データおよび指標

(1) 本研究で用いるデータの概要

本研究では，株式会社東京商工リサーチ（以下，TSR）
の 2014年企業信用調査データを用いて分析する．TSR
の調査データには，全国からランダム抽出された企業

（本社）の名称，所在地，法人格コード，産業コード，設

立年月，資本金，従業員数，事業所数，売上金等の属

性データが含まれる．また，各企業に対して最大 5社
の取引相手企業の情報が，取引関係の種類（「仕入先」，

「販売先」，「主要株主先」の 3種類）とともに含まれて
いる．本研究では，このうち「仕入先」と「販売先」の

みを取引情報として扱う．また，企業同士の取引関係

が立地に及ぼす影響に着目するという観点から，1次産
業および消費地立地型産業，公務に分類される産業を

分析する産業（産業）を分析対象から除外した．以下

では，すべての産業に属する企業同士の地理的距離指

標および社会的距離指標を算出した上で，建設業（産

業大分類 4,産業ダミー Dicl
4 に対応），製造業（産業大

分類 5, Dicl
5 ），情報通信業（産業大分類 7, Dicl

7 ），不動

産業・物品賃貸業（産業大分類 11, Dicl
11），学術研究・専

門・技術サービス業（産業大分類 12, Dicl
12）の 5つの産

業の企業に対して分析を行った．

(2) 地理的距離指標

各企業の地理的距離指標には，交通や都市計画の文脈

で広く用いられるポテンシャル型アクセシビリティ指標

ACCiを採用する．ACCiは，企業 i, j間の距離 di j (∀ i, j)
の減衰関数 f (di j)と各企業の従業員数 n j (∀ j)を用いて

ACCi =
1
N

∑
j,i

n j · f (di j) (1)

と定義される．当該地域内に立地する他の全企業との

距離が相対的に近い企業ほど，アクセシビリティが高

くなる． f (di j)を特定化した代表的なものに，以下のエ
ントロピー型アクセシビリティeACCと重力型アクセシ

ビリティgACCが挙げられる．

eACCi =
1
N

∑
j,i

n j · exp(−γdi j) (2)

gACCi =
1
N

∑
j,i

n j · d−γi j (3)

式 (2), (3)において，γ (> 0)は減衰パラメータである．
eACC と gACC を比較すると，前者の方が距離に対し

て減衰速度が大きく，企業間のアクセシビリティの差

を比較しやすいことから，本研究では eACC を地理的

距離指標として採用する．なお，企業間の距離 di j は，

企業間取引データに含まれる所在地情報（住所）を東

京大学空間情報科学研究センターが提供する「CSVア
ドレスマッチングサービス」によって位置情報（経度・
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緯度）に変換し，これに基づいて，分析対象地域内の

すべての企業の組合せについてユークリッド距離を算

出した．

(3) 社会的距離指標

各企業の社会的距離を表す指標として，取引ネット

ワークにおける中心性を用いる．社会ネットワーク分

析において，ネットワーク全体における各ノードの相

対的な重要性を表す様々な中心性指標が提案されてい

る．本研究では，ネットワーク全体の構造を反映でき，

かつ非連結なネットワークに対しても計算可能な社会

的距離指標として PageRank中心性 PRi を採用した．

PRi =
∑

j

{
1 − µ

M
+ µ

gi j

D j

}
PR j

=
1 − µ

M
+ µ
∑

j

gi j

D j
PR j,

∑
j

PR j = 1 (4)

企業 i, j はともに分析対象地域内に立地する企業であ

り，Mは分析対象地域内の企業の総数を表す．gi jは隣

接行列 G = [gi j]の要素として定義され，企業 i, j間に

直接の取引関係がある（gi j = 1）か否（gi j = 0）かを表
す．ここでは無向グラフを想定して gi j = g ji とし，ま

た慣例上 gii = 0とする．D j は，ノード jがリンクを

持つ相手の数（ただし，ノード iがリンクを持たない場

合，Di = 1とする）である．すなわち，1/D jはノード

jが接続しているすべてのノードの PageRank中心性が
ノード j自身の PageRank中心性に与える影響を平均化
している．また，µは推移確率を表すパラメータである．

式 (4)より，µ = 1のとき，PageRank中心性は次数中心
性と一致することがわかる．PageRank中心性は，元来
ウェブページの重要性を評価するために開発されたも

ので，「他のページからのリンク数が多いページほどラ

ンキングが高く，ランキングの高いページからのリン

クは高く評価する」という発想に基づいている．企業

間のネットワークに即して考えると，取引相手企業が

多くの企業と取引している中心的な企業であればある

ほど，自社の中心性も高くなる指標となっている．あ

るノードの中心性を評価する際に隣接ノードの中心性

を反映する中心的指標の代表例に固有ベクトル中心性

があるが，PageRank中心性は，固有ベクトル中心性を
非連結グラフにも適用可能な形に拡張した指標と解釈

することもできる．

(4) 分析対象地域

分析対象地域は，総務省統計局が国勢調査に基づい

て定義している大都市圏 15) を分析の基本単位として，

都市圏ごとに分析を実施する．この大都市圏は 1.5%都
市圏とも呼ばれ，それぞれ「中心市」と「周辺市町村」

によって構成される．「中心市」は東京都特別区部およ

表–1: 分析対象地域の概要 16)

都市圏 広島 札幌
人口 [人] (a) 2,099,514 2,584,880
面積 [km2] (b) 5047.66 4514.11
人口密度 [人/km2] (a/b) 415.94 572.62
サンプル数 29,435 35,512
（産業別サンプル数）

産業 4 8,445 8,721
産業 5 2,813 2,482
産業 7 512 1,074
産業 11 2,427 2,933
産業 12 1,578 2,625

図–1: 広島大都市圏の企業立地（全サンプル）

図–2: 札幌大都市圏の企業立地（全サンプル）

び政令指定市である．「周辺市町村」は「中心市」への

15歳以上通勤・通学者数の割合が該当市町村の常住人
口の 1.5%以上であり，かつ中心市と連接している市町
村（ただし，中心市への 15歳以上通勤・通学者数の割
合が 1.5％未満の市町村であっても，その周囲が周辺市
町村の基準に適合した市町村によって囲まれている場
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合は，「周辺市町村」に含まれる）である．本研究では，

平成 22年国勢調査の結果に上記の基準を適用して設定
された広島大都市圏および札幌大都市圏の 2つの都市
圏を分析対象地域とする．広島大都市圏は中心市の広

島市と 14の周辺市町村からなり，周辺市町村には山口
県の 2つの自治体が含まれる．札幌大都市圏は中心市
の札幌市と 11の周辺市町村から構成される．2つの都
市圏の概要は表–1の通りである．空間的な領域は広島
大都市圏の方が大きいが，人口および企業データのサ

ンプル数は札幌大都市圏の方が多い．また両都市圏に

おいて，分析対象となる各産業のサンプル数は，産業 4
（建設業）が最も多く，産業 7（情報通信業）が最も少
ない．これらの都市圏における全企業の立地は，図–1,
2の通りである 1．

3. 分析手法

企業の取引関係ネットワーク上の位置が地理空間上

の位置に与える影響を検証する上で，式 (5)の関係を仮
定する．

ln(Distancei) = α + β ln(Centralityi) + δXi + εi (5)

ここで Distancei, Centralityi, Xi, εi は，それぞれ企業 i

の地理的距離指標 eACCi，社会的距離指標 PRi，その他

属性ベクトル，誤差項を表す．

式 (5)の推定に最小二乗法（OLS）を用いた場合，推
定結果を歪める要因がいくつか考えられる．第一に，最

小二乗法を用た場合，1.にて述べたような，地理空間
上の立地点が取引関係に影響を及ぼすような逆の因果

性を考慮できない．第二に，企業の立地選択のほとん

どは長期間を見据えた意思決定であり，対応する中心

性指標にもある程度の長期間に渡って計測したものを

用いることが適切であると考えられる．しかし，本分

析に用いたデータは特定の 1年間の取引関係のみを切
り取ったものであるため，PRi が eACCi に及ぼす影響

は過小に推計される可能性がある．また第三に，デー

タの制約上，社会的距離指標と地理的距離指標の双方

に影響を及ぼすと考えられる変数（例えば，従業員の

学歴など）が捨象されている．このため，説明変数 PRi

と誤差項 εi の間に相関が生じ，推定パラメータが一致

性をもたない．これらの問題に対して，本研究では操

作変数（instrumental variable, IV）を用いた 2段階最小
二乗推定によって対処する．本研究では操作変数とし

て，分析対象地域外の企業との取引（内外取引）に着目

する．分析対象地域の外側に立地する企業との取引を

行うか否かは，扱う財・サービスの種類や産業によって

大きく異なる．分析対象地域外に立地する企業との取

1 これらの図は，国土交通省国土政策局が提供する「国土数値情報
ダウンロードサービス」の GISデータを用いて著者が作成した

引関係は，分析対象地域内の取引関係 PRi には影響を

及ぼすものの，分析対象地域内の他企業との相対的な

位置関係 eACCiに影響を及ぼすとは考え難い．そこで，

内外取引数 xi,out の自然対数 ln xi,out を操作変数 Zi とし

て 1段階目の最小二乗推定を行う（ただし，xi,out = 0
のときは Zi = 1とする）．

ここで，中心性と各産業ダミーの交互作用項を設定

することによって，中心性がアクセシビリティに与え

る影響の傾向を産業ごとに捉えることを考える．すな

わち，

ln(eACCi) = α + β · Dicl
i,k · ln(PRi) + δXi + εi (6)

を推定する（Dicl
i,k は，企業 iが産業大分類（icl）kに属

するときに 1,それ以外の場合は 0をとるダミー変数で
あり，本研究では k = 4, 5, 7, 11, 12の 5種類の産業大分
類ダミーが存在する）．一般的な操作変数法の場合，第

1段階で産業 kごとに

Dicl
i,k · ln(PRi) = β0 + βzZi + δXi + ui (7)

を個別に推定し，交互作用の予測値 ̂Dicl
i,k · ln(PRi) を式

(6)の第 2項に代入して第 2段階の推定を行う．この方
法を用いると，一部の産業についてサンプルサイズが

小さくなるために推定精度が大幅に低減する可能性が

ある．そこで，本研究ではこの問題への対処方法とし

て，以下のような Single-IVと呼ばれる 2段階最小二乗
法 14) を用いた．まず，2段階最小二乗推定の第 1段階
において，式 (7)のように交互作用を直接推定するので
はなく，次式 (8)のようにすべての産業をプールして説
明変数 ln(PRi)を操作変数 Zi に回帰する．

ln(PRi) = β0 + βzZi + δXi + ui (8)

次に，第 1段階の回帰結果を用いて説明変数の予測値
̂ln(PRi)を算出する．この予測値を交互作用項に代入し，
各産業ダミー Dicl

i,k の積 Dicl
i,k · ̂ln(PRi)を第 2段階の推定

に用いる．

ln(eACCi) = α +
∑

k

βk · ̂ln(PRi) · Dicl
i,k + δXi + εi (9)

本研究では，複数の都市圏に対して分析を実施し，産

業集積を形成する企業の取引関係と立地との間に共通

の特性を見出す．特に，都市圏内に形成されている集積

内部での企業の取引関係の違いが立地に及ぼす影響に

着目する．そのため，同一の都市圏内の少なくとも 1企
業と取引関係をもつ企業のみを分析対象とする．表–2
に，各都市圏の分析対象サンプルに関する地理的距離

指標および社会的距離指標，ならびに主要な変数の基

本統計量を示す．

eACC1, eACC2, eACC3は，それぞれ式 (2)の減衰パラ
メータを γ = 0.5, 0.75, 1.0としたアクセシビリティ指標
である．各々の対数をとった指標 ln(eACC1), ln(eACC2),
ln(eACC3)のとる値の幅を比較すると，ln(eACC3)がも

4

第 56回土木計画学研究発表会・講演集



表–2: 基本統計量

（広島大都市圏） （札幌大都市圏）
Variable Obs. Mean S.D. Min. Max Obs. Mean S.D. Min. Max
eACC1 (γ = 0.5) 11,106 0.0569 0.0668 1.91e-05 0.246 12,452 0.0815 0.0865 1.20e-05 0.335
ln(eACC1) 11,106 -3.881 1.697 -10.87 -1.402 12,452 -3.215 1.388 -11.33 -1.095
eACC2 (γ = 0.75) 11,106 0.0215 0.0317 4.30e-06 0.152 12,452 0.0311 0.0495 6.43e-06 0.230
ln(eACC2) 11,106 -5.050 1.772 -12.36 -1.881 12,452 -4.520 1.529 -11.95 -1.470
eACC3 (γ = 1) 11,106 0.00702 0.0128 2.10e-06 0.0880 12,452 0.0109 0.0239 3.14e-06 0.148
ln(eACC3) 11,106 -6.233 1.724 -13.07 -2.430 12,452 -5.884 1.590 -12.67 -1.914
PR (µ = 0.85) [×103] 11,106 0.0473 0.0664 0.0131 3.295 12,452 0.0377 0.0479 0.0103 1.602
ln(PR) 11,106 -3.345 0.682 -4.335 1.193 12,452 -3.582 0.705 -4.576 0.472
内内取引数 11,106 5.185 8.689 1 395 12,452 5.716 8.894 1 306
内外取引数 11,106 3.049 15.63 0 1,050 12,452 2.807 12.87 0 1,070
資本金 [×106 円] 9,811 0.0507 2.626 1.00e-06 259.0 12,084 0.0270 0.366 1.00e-06 25.43
従業員数 [人] 10,948 17.83 209.6 1 20,473 12,029 12.96 52.13 1 2,400
労働生産性 [×106 円/人] 10,766 0.0237 0.0616 0 3.426 11,889 0.0266 0.0559 0 4.189
株式会社ダミー 11,106 0.513 0.500 0 1 12,452 0.631 0.483 0 1

っとも大きいことが確認できる．ln(PR)は，リンク推移
確率のパラメータを µ = 0.85として計算した PageRank
中心性の対数である．説明変数および被説明変数には

これらの対数値を用いるため，次章 4.の推定結果にお
いて，回帰係数は弾力性として解釈できる．内内取引

数 [内外取引数]は，各都市圏において，都市圏内 [都市
圏外]に立地する企業との取引数を表す．内内取引数が
1以上の企業のみを分析対象とし，操作変数には内外取
引数の対数を用いた．労働生産性は，売上金を従業員

数で除すことによって算出した．

4. 推定結果

広島大都市圏および札幌大都市圏について，式 (5)を
最小二乗法（OLS），操作変数法（IV），Single-IVの 3
種類の手法によって推定した．推定結果を各々表–3, 4
に示す．各表において，(1)–(3)列は OLS，(4)–(6)列は
IV，(7)–(9)列は Single-IVによる結果をそれぞれ示して
おり，被説明変数（地理的距離指標）は各列の 3行目に
示されている．資本金 capital，従業員数 employee，労

働生産性 lpの各々の対数，株式会社ダミー Ltd. dummy
（法人格が株式会社であれば 1，それ以外の場合は 0），
産業（中分類）ダミー（大分類 5種類に対して 38種類，
紙面の都合上結果は割愛している）を制御変数として

採用した．

表–3より，広島大都市圏でOLS, IVを適用した場合，
被説明変数が ln(eACC1), ln(eACC2), ln(eACC3)のいず
れの場合においても中心性が立地に正に有意に影響し

ていることがわかる．Single-IVの場合も，5つ中 4つ
の産業について同じことが言える．産業 5（製造業）の
み非有意な結果となっているが，パラメータの符号は

正である．以上から，「取引ネットワーク上で中心的な

企業ほど，他の企業との距離が相対的に近い集積中心

に立地する」という仮説が概ね支持される結果を得ら

れたといえる．OLS, IVのパラメータの大小関係を比較
すると，逆の因果性によって OLSの場合に中心性の影
響が過少推計されていることが示唆される．IVの第 1
段階の F検定の結果も十分に大きい F値を示している
ことから，被説明変数と説明変数との間に存在する逆

の因果性が，適切な操作変数（内外取引数）を用いた

推定によって補正されたことがわかる．決定係数につ

いては，わずかな差ではあるものの，3種類の推定方法
の中で Single-IVが最も大きく，本分析における推定方
法としての有効性を裏付けている．

一方札幌大都市圏では，OLS では ln(PR) の回帰パ
ラメータが負，IV では正で非有意となった．さらに，
Single-IVでは産業 5の回帰パラメータがすべて負であ
り，特に (7), (8)列では有意である．したがってこの結
果からは，札幌大都市圏の場合は「取引関係において

中心的な企業ほど集積中心に立地する」とは言えない

企業が，産業 5を中心に一定程度存在することが窺え
る．産業 5は，広島大都市圏においても非有意な結果
を示していたことから，他の産業とは異なる動機（広

大な敷地面積を確保できる，等）に基づいて立地点を

決定している可能性が示唆される．

そこで，集積指標 ln(eACC)（都市圏内での取引相手
や周辺企業との近接性）以外の，企業の立地に影響を

与える要因として，各都市圏の交通結節点からの距離

を検討することとする．都市圏内の企業と活発に取引

を行っている企業は，取引相手と地理的に近接して立

地する誘因が大きく，集積の指標が大きく算出される

と考えられる．一方，都市圏外の企業と多くの取引関

係をもつ企業は，交通結節点（新幹線等の鉄道駅，空

港，高速 IC，etc.）の近くに立地する動機をもつ．これ

5
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図–3: 広島駅からの距離別企業分布（産業 5）
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図–4: 広島駅からの距離別企業分布（産業 5以外）

を考慮することによって，交通結節点から同程度の距

離帯に立地している企業同士での中心性と集積指標を

比較することができる．具体的には，広島大都市圏で

は JR広島駅，札幌大都市圏では JR札幌駅からの距離
（distance to terminal，単位：100m）をそれぞれ制御変
数に加えて分析を実施した 2．結果を表–5に示す．な
お，紙面の都合上，ここでは Single-IVによる結果のみ
を示す．広島大都市圏，札幌大都市圏のいずれについ

ても，駅からの距離の回帰係数は，負で有意となって

いる．このことは，駅からの距離が大きくなるほど都

市圏中心部の集積の中心から離れることを意味してお

り，妥当な結果といえる．

広島大都市圏については，広島駅からの距離を制御

することによって，基本分析（表–3）の結果では非有
意であった産業 5についても中心性の回帰係数が有意
に転じている．したがって，以下のことが推察できる．

広島大都市圏には，広島市の中心部を中心とした最大

2 広島大都市圏 [札幌大都市圏]の各企業と広島駅 [札幌駅]との距
離の算出においては，国土交通省国土政策局が提供する「国土
数値情報ダウンロードサービス」の GIS データを用いた．

distance to terminal = 220
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図–5: 札幌駅からの距離別企業分布（札幌大都市圏，全
産業）

規模の集積以外にも，広島駅から離れた地点を中心と

する副都心的な集積が存在する．この副都心的な集積

は産業 5の企業を中心とした集積であり，広島駅から
の距離が同程度の企業同士を比較すると，取引ネット

ワーク上で中心的な企業ほど，より集積の中心部に立

地している．図–3, 4は，それぞれ産業 5と産業 5以外
の 4つの産業について，広島駅からの距離に関するカー
ネル密度分布（カーネル関数は Epanechnikovカーネル
とした）である．これらの図からも，広島駅からの距

離が約 200∼250[×100m]の地点で産業 5を中心とした
集積が形成されていることがわかる．

一方，札幌大都市圏の場合は，札幌駅からの距離を

制御しても産業 5の回帰係数は負で，(7), (8)列では依
然として有意である．ただし，絶対値は基本分析の結

果よりも小さくなっている．また，産業 7の一部の結
果が正ではあるものの非有意となるなど，広島大都市

圏とは異なる立地の傾向にある可能性がある．

ここで，札幌大都市圏の 5種類の全産業について，札
幌駅からの距離のカーネル密度分布を調べてみると図–5
のようになっており，札幌駅からの距離が約220[×100m]
の地点にほとんど企業が立地していない空白の領域が存

在している．すなわち，この空白の領域で境界として，

札幌駅から約 220[×100m]以内の範囲と約 220[×100m]
以遠の範囲では，異なる方向を向いた集積を形成して

いると推察できる．図–2を詳細に見ると，札幌大都市
圏においては，札幌市を中心とした集積と，小樽市・岩

見沢市・千歳市の各々を中心とした小規模な集積が，札

幌駅の半径約 220 [×100m]の円周上でゆるやかにつな
がっていることが確認できる．このことは，国勢調査

の「通勤・通学割合」に基づいて設定した都市圏の範囲

が，本研究の想定している，都市中心部から広がる単

一中心的な集積の領域とは異なることを示唆している．

6
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そこで，札幌大都市圏については，札幌駅からの距

離が 220 [×100m]より大きい範囲に立地している企業
をデータから除外し，再度分析を行った（ただし，分

析対象地域の変更に伴って地理的距離指標 ln(eACC)や
社会的距離指標 ln(PR)を新たに計算し直すことはせず，
表–4と同一の値を用いた）．この新たな分析対象範囲
を「札幌駅周辺エリア」と呼ぶこととし，分析結果を

表–6に示す．表–6からもわかるように，札幌駅周辺エ
リアには，札幌大都市圏の約 89%の企業が立地してい
る．(1)–(3)列は表–4と同様，札幌駅からの距離を制御
せずに分析した結果である．産業 5の中心性の回帰係
数が負で有意，その他の産業の回帰係数は正で有意と

なっており，表–4と同様の結果となっている．ただし，
(4)–(6)列（札幌駅からの距離を制御した場合）の結果
は，札幌駅からの距離の回帰係数は負であり，かつ 5種
類すべての産業について，中心性の回帰係数が正となっ

ている．一部非有意ではあるものの，中心性が集積指

標に与える影響の方向性としては，広島大都市圏の分

析と同様の傾向が示唆されている．図–6, 7は，札幌駅
周辺エリアについて，図–3, 4と同様に駅からの距離の
カーネル密度推定を行った結果である．これらの図か

らも，札幌周辺エリアにおいては広島大都市圏と同様

に，札幌駅から離れた地点（具体的には，札幌駅から

の距離が約 150 [×100m]の地点）を中心とする副都心
的な集積が存在し，この副都心的な集積は産業 5の企
業を中心とした集積であることがわかる．

以上から，国勢調査の通勤・通学割合に基づいて設

定される 1.5%都市圏と，本研究で想定する産業集積の
空間的広がりの範囲は，一致しない可能性が示された．

その中でも，広島大都市圏と，札幌大都市圏の一部分

である札幌駅周辺エリアにおいて，社会的距離 ln(PRi)
は地理的距離 ln(eACCi)に正で有意な影響を及ぼす（す
なわち，取引ネットワーク上でより中心的な位置にある

企業ほど，集積の中心部に立地している）こと，ならび

に，産業 5（製造業）は，駅周辺を中心とした集積とは
別に，駅からの距離が 150∼200 [×100m]離れた地点を
中心とする副都心的な集積を形成しており，副都心的

集積においても，取引ネットワーク上の中心性 ln(PRi)
が高い企業ほど集積指標 ln(eACCi)の高い地点に立地す
る傾向があることがわかった．また，産業 5は他の産
業と比べて，生産活動において広大な敷地面積を要す

るという特徴がある．ターミナル駅からの距離は，地

代の代理指標（の逆数）にもなっていると解釈できる．

基本分析において産業 5のみが他の産業と異なる傾向
を示したのは，必要な説明変数を考慮できていなかっ

たためとも考えられる．

distance to terminal = 220
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図–6: 札幌駅からの距離と企業分布（札幌周辺エリア，
産業 5）
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図–7: 札幌駅からの距離と企業分布（札幌周辺エリア，
産業 5以外）

5. 結論

本研究の目的は，「社会的距離が地理的距離に影響を

与える」という仮説を，実際の企業間取引データに基

づいて実証することである．仮説の検証にあたり，地

理的距離が社会的距離に与える逆の因果性を考慮して，

分析対象地域外の企業との取引数（内外取引数）を操作

変数として 2段階の最小二乗推定を行った．産業別の
集積の傾向を捉えるにあたって，産業を分割して推定

することに起因するサンプル数の減少と推定精度の低

下を防ぐために，第 1段階の推定において産業ダミー
と社会的距離指標との交互作用項を個別に推定するの

ではなく，産業をプールして推定した社会的距離指標

の予測値を交互作用項に代入する Single-IV methodを
適用することによって，より精度の高い推定結果を得

ることができた．

基本分析の推定結果より，建設業，情報通信業，不動

産業・物品賃貸業，学術研究・専門・技術サービス業の
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表–5: 産業別の集積傾向

広島大都市圏 札幌大都市圏
(1) (2) (3) (4) (5) (6)

VARIABLES ln(eACC1) ln(eACC2) ln(eACC3) ln(eACC1) ln(eACC2) ln(eACC3)
Dicl

4 · ̂ln(PR) 0.871*** 0.952*** 0.841*** 0.163*** 0.182*** 0.153*
(0.0991) (0.123) (0.133) (0.0489) (0.0680) (0.0797)

Dicl
5 · ̂ln(PR) 0.565*** 0.566*** 0.473*** -0.138** -0.144* -0.0847

(0.0986) (0.121) (0.130) (0.0568) (0.0765) (0.0870)
Dicl

7 · ̂ln(PR) 0.790*** 0.867*** 0.818*** 0.101 0.160 0.212*
(0.125) (0.169) (0.198) (0.0647) (0.0985) (0.124)

Dicl
11 · ̂ln(PR) 0.829*** 0.986*** 1.006*** 0.231*** 0.366*** 0.481***

(0.121) (0.153) (0.169) (0.0659) (0.0954) (0.115)
Dicl

12 · ̂ln(PR) 0.737*** 0.774*** 0.652*** 0.259*** 0.366*** 0.424***
(0.121) (0.156) (0.169) (0.0649) (0.0957) (0.117)

distance to terminal -0.0113*** -0.0103*** -0.00876*** -0.0117*** -0.0104*** -0.00899***
(0.000109) (0.000123) (0.000127) (0.000119) (0.000142) (0.000149)

ln(employee) -0.133*** -0.108*** -0.0439 -0.00233 0.0304 0.0758***
(0.0275) (0.0342) (0.0370) (0.0155) (0.0216) (0.0254)

ln(capital) -0.0656*** -0.0441** -0.00962 0.0389*** 0.0716*** 0.0911***
(0.0160) (0.0199) (0.0216) (0.00978) (0.0134) (0.0154)

ln(lp) -0.0892*** -0.0913*** -0.0735** -0.0198 -0.0177 -0.00539
(0.0213) (0.0267) (0.0291) (0.0143) (0.0197) (0.0230)

Ltd. Dummy 0.107*** 0.149*** 0.167*** 0.0846*** 0.138*** 0.164***
(0.0221) (0.0279) (0.0304) (0.0173) (0.0229) (0.0255)

Industry FEs Yes Yes Yes Yes Yes Yes
F-test (1st stage) 123.9 123.9 123.9 213.95 213.95 213.95
R-squared 0.722 0.608 0.519 0.729 0.597 0.524
No. pf Observations: 9,456（広島大都市圏），11,516（札幌大都市圏）
Robust standard errors in parentheses. ***,**,*: significant at 1%, 5%, 10%, respectively.

4産業について，中心性 ln(PRi)が高い企業ほど集積の
中心部（アクセシビリティ指標 ln(eACCi)の高い地点）
に立地する傾向が確認できた．さらに，分析対象の空

間的範囲を適切に設定した上で，交通結節点としての

ターミナル駅からの距離を制御することによって，製

造業を含むすべての産業について，同様の（i.e. 中心性
の高い企業ほど集積中心に立地する）傾向があること

がわかった．ただし本稿では時間の制約上，分析対象地

域を修正したものの，距離指標は 1.5%都市圏に属する
全サンプルを対象に算出した値を据え置きにしたまま，

その一部のサンプル（札幌駅からの距離が 220 [×100m]
以下の範囲に立地する企業）のみを取り出して再分析

を行った．4.においても述べたように，本来は分析対
象地域の修正に伴って地理的距離指標 ln(eACC)や社会
的距離指標 ln(PR)を新たに計算し直すべきである．

同時に，本分析の過程において，通勤・通学割合に

基づく 1.5%都市圏は，本研究の想定する都市中心部を
中心とした単一中心的集積の空間的領域としては適し

ていない（1.5%都市圏の方が過大である）可能性が高
いことがわかった．

また，本稿の分析では交通結節点として鉄道のター

ミナル駅からの距離を考慮することによって，複数の都

市圏において類似した傾向を見出すことができた．都

市圏と産業によっては，主要な交通結節点が空港や高

速道路 ICである可能性もある．今後他地域についても
分析を行う際は，このことを考慮することによって，産

業集積と交通施設整備との間の普遍的な性質を見出せ

る可能性がある．

今後，多様な地域に対して本分析と同様の分析手法

を適用し，分析対象地域の設定が推定結果に与える影

響を確認することを通じて，都市圏の設定方法を再検

討する必要がある．

謝辞：本研究は科学研究費補助金挑戦的萌芽研究 C（課
題番号：16K14320）の助成を受けて行った．また，独
立行政法人経済産業研究所・研究プロジェクト「経済

集積の空間パターンと要因分析のための実証枠組の構

築」の一部として行ったものである．ここに記して感

謝する．
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表–6: 産業別の集積傾向（札幌大都市圏，札幌駅から半径 22km以内）

(1) (2) (3) (4) (5) (6)
VARIABLES ln(eACC1) ln(eACC2) ln(eACC3) ln(eACC1) ln(eACC2) ln(eACC3)
Dicl

4 · ̂ln(PR) 0.238*** 0.261*** 0.224** 0.0454** 0.0539 0.0305
(0.0763) (0.0920) (0.0996) (0.0199) (0.0414) (0.0602)

Dicl
5 · ̂ln(PR) -0.339*** -0.302*** -0.202* 0.0424* 0.109** 0.181***

(0.0908) (0.106) (0.110) (0.0220) (0.0458) (0.0651)
Dicl

7 · ̂ln(PR) 0.203** 0.285** 0.348** 0.0597** 0.134** 0.210**
(0.102) (0.132) (0.152) (0.0251) (0.0569) (0.0908)

Dicl
11 · ̂ln(PR) 0.391*** 0.553*** 0.675*** 0.0844*** 0.227*** 0.373***

(0.104) (0.129) (0.143) (0.0259) (0.0566) (0.0848)
Dicl

12 · ̂ln(PR) 0.444*** 0.563*** 0.621*** 0.0644** 0.158*** 0.245***
(0.103) (0.129) (0.144) (0.0266) (0.0583) (0.0874)

distance to terminal -0.0258*** -0.0278*** -0.0259***
(0.000107) (0.000206) (0.000274)

ln(employee) -0.00909 0.0182 0.0630** -0.00393 0.0235* 0.0677***
(0.0240) (0.0289) (0.0313) (0.00635) (0.0131) (0.0190)

ln(capital) 0.0589*** 0.0886*** 0.103*** 0.0160*** 0.0422*** 0.0594***
(0.0154) (0.0183) (0.0195) (0.00399) (0.00809) (0.0113)

ln(lp) 0.0139 0.0148 0.0220 -0.00608 -0.00677 0.00167
(0.0221) (0.0265) (0.0285) (0.00583) (0.0120) (0.0172)

Ltd. Dummy 0.211*** 0.266*** 0.281*** 0.0210*** 0.0624*** 0.0906***
(0.0264) (0.0307) (0.0319) (0.00765) (0.0147) (0.0197)

Industry FEs Yes Yes Yes Yes Yes Yes
F-test (1st stage) 196.16 196.16 196.16 191.75 191.75 191.75

R-squared 0.202 0.255 0.293 0.938 0.834 0.729
No. pf Observations: 10,241
Robust standard errors in parentheses. ***,**,*: significant at 1%, 5%, 10%, respectively.

参考文献
1) 小林潔司編著：知識社会と都市の発展，森北出版，1999.
2) Marshall, A. : Principles of Economics, London: Macmil-

lan, 1920.
3) Beckmann, M. J. : Spatial equilibrium in the dispersed city,

In: Papageorgiou, G. J. (Ed.), Mathematical Land Use The-
ory, Lexington, MA: Lexington Books, pp. 117-125, 1976.

4) Duranton, G. and Puga, D. : Micro-foundations of Urban
Agglomeration Economies, In: Henderson, J. V. and Thisse,
J. F. (Ed.), Handbook of Regional and Urban Economics,
Vol. 4, North Holland, pp. 2063-2117, 2004.

5) Helsley, R. W. and Strange, W. C. : Urban interactions and
spatial structure, Journal of Economic Geography, pp. 1-20,
2007.

6) Fujita, M. and Thisse, J. F. : Economics of Agglomeration—
Cities, Industrial Location, and Regional Growth, Cam-
bridge: Cambridge University Press, 2002.

7) Lucas, R. E. : On the mechanics of economic development,
Journal of Monetary Economics, Vol.22, pp. 3-42, 1988.

8) Jackson, M. O. : Social and Economic Networks, Princeton:
Princeton University Press, 2008.
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